
令 和 元 年 度

津山市健全化判断比率

及 び 資 金 不 足 比 率

審 査 意 見 書

津 山 市 監 査 委 員





津 監 第 ６ １ 号

令 和 ２ 年 ９ 月 ７ 日

津山市長 谷 口 圭 三 様

津山市監査委員 仁 木 実

津山市監査委員 近 藤 吉一郎

令和元年度津山市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定に

より審査に付された、令和元年度決算における健全化判断比率及び資金不足比率並びにそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類について、津山市監査基準に準拠して審査した

ので、次のとおり意見を提出します。
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令和元年度津山市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見

第１ 審査の対象

令和元年度健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、

将来負担比率）及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類

第２ 審査の期間

令和２年７月２７日から令和２年８月１７日まで

第３ 審査の方法

津山市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎

となる事項を記載した書類について、適正に作成されているかどうかを、歳入歳出決

算関係書類、算定根拠資料等との照合及び関係職員の説明を求めるなどにより審査した。

第４ 審査の結果

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる

事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されていると認めた。

審査の内容は、次のとおりである。

（注）１ 説明文中の当年度とは、令和元年度である。

２ 表中の金額は千円単位で表示し、原則として千円未満を四捨五入している。

３ 説明文中及び表中の比率は、国の算定基準に基づき、表示単位未満を切り捨てている。

また、単年度実質公債費比率は、算定の基礎となる事項を記載した書類では小数点以下

第５位まで表示されるが、少数点以下第３位を切り捨てている。

４ 説明文中のポイントとは、パーセンテージ間の単純差引数値である。
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１ 算定対象会計

健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は次のとおりで

ある。

（注）一部事務組合・広域連合は、比率の算定に影響のある団体に限定して表示している。

区 分 健全化判断比率等

一

般

会

計

等

一 般 会 計

磯野計記念奨学金
特 別 会 計

公 共 用 地 取 得
事 業 特 別 会 計

奨学金特別会計

土地開発公社清算
事 業 特 別 会 計

公

営

事

業

会

計

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

介護保険特別会計

後 期 高 齢 者
医 療 特 別 会 計

公

営

企

業

会

計

食肉処理センター
特 別 会 計

地 方 公 営

企業法適用

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道
事 業 会 計

下水道事業会計

一部事務組合

・広域連合

津山圏域消防組合

津 山 圏 域 衛 生
処 理 組 合

津 山 圏 域 資 源
循 環 施 設 組 合

岡山県広域水道
企 業 団

公社･第三セクター等
岡 山 県 信 用
保 証 協 会

実
質
赤
字
比
率 連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資

金

不

足

比

率

(

会
計
ご
と
に
算
定)
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２ 健全化判断比率の状況

当年度決算における健全化判断比率は次表のとおりであり、各比率はいずれの指

標も早期健全化基準を下回っている。また、前年度と比較すると、実質公債費比率

は 0.1 ポイント上昇し、将来負担比率は 2.9 ポイント低下している。

（注）１ 実質赤字比率、連結実質赤字比率については、赤字がないため「―」と表示している。

２ 健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上に該当すれば、「財政健全化計画」

の策定が義務づけられるものである。

区 分 令和元年度 平成 30 年度
早期健全化
基 準

実 質 赤 字 比 率 ― ― 11.96 ％

連結実質赤字比率 ― ― 16.96 ％

実 質 公 債 費 比 率 12.2 ％ 12.1 ％ 25.0 ％

将 来 負 担 比 率 130.2 ％ 133.1 ％ 350.0 ％
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(1) 実質赤字比率

実質赤字比率は、一般会計等を対象とした、実質収支の赤字額の標準財政規模に対す

る比率である。本市における一般会計等の対象になる会計は、一般会計、磯野計記念奨

学金特別会計、公共用地取得事業特別会計、奨学金特別会計、土地開発公社清算事業特

別会計である。

当年度の実質赤字比率は次のとおり算定されている。

(単位：千円)

（注）実質赤字比率については、実質収支が黒字であるため「―」と表示している。

平成３０年度、令和元年度とも実質収支は黒字となっており、黒字額の標準財政規模

に対する比率は、平成３０年度が 4.39 ％、令和元年度が 3.49 ％である。

会 計 名
実質収支額

令和元年度 平成 30 年度

一 般 会 計 940,969 1,195,518

磯野計記念奨学金特別会計 0 0

公共用地取得事業特別会計 0 0

奨 学 金 特 別 会 計 0 0

土地開発公社清算事業特別会計 0 0

合 計 940,969 1,195,518

標 準 財 政 規 模 26,939,577 27,210,062

実 質 赤 字 比 率 ― ―
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(2) 連結実質赤字比率

連結実質赤字比率は、全会計を対象とした実質収支の赤字額（公営企業会計において

は資金不足額）の標準財政規模に対する比率である。

当年度の連結実質赤字比率は次のとおり算定されている。

(単位：千円)

（注）１ 連結実質赤字比率については、実質収支が黒字であるため「―」と表示している。

２ 公営企業会計の資金不足額・剰余額は、資金不足の場合、負の値で表示される。

平成３０年度、令和元年度とも実質赤字額（公営企業会計においては資金不足額）は

なく、黒字額（資金剰余額）の標準財政規模に対する比率は、平成３０年度が 22.07 ％、

令和元年度が 22.24 ％である。

区 分 令和元年度 平成30年度

一 般 会 計 940,969 1,195,518

磯野計記念奨学金特別会計 0 0

公共用地取得事業特別会計 0 0

奨 学 金 特 別 会 計 0 0

土地開発公社清算事業特別会計 0 0

一般会計等の実質収支額 Ａ 940,969 1,195,518

国民健康保険特別会計 88,313 109,865

介 護 保 険 特 別 会 計 127,896 207,930

後期高齢者医療特別会計 1,466 712

一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る
特別会計以外の会計の実質収支額 Ｂ 217,675 318,507

地
方
公
営
企
業

法
非
適
用

食肉処理センター特別会計 0 0

法

適

用

水 道 事 業 会 計 4,443,073 4,118,919

工 業 用 水 道 事 業 会 計 49,295 49,556

下 水 道 事 業 会 計 342,971 323,030

公営企業会計の資金不足額・剰余額 Ｃ 4,835,339 4,491,505

合 計 Ａ＋Ｂ＋Ｃ 5,993,983 6,005,530

標 準 財 政 規 模 26,939,577 27,210,062

連結実質赤字比率 ― ―
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(3) 実質公債費比率

実質公債費比率は、公債費による財政負担の度合を示す指標として算出されるもの

で、一般会計等が負担する借入金の元利償還金とそれに類似する経費（準元利償還金）

の合計額の標準財政規模に対する比率である。実質公債費比率の値は、直近３箇年の

単年度比率を計算し、それを平均した値となる。

当年度の実質公債費比率は次のとおり算定されている。

(単位：千円)

(Ａ～Ｆ合計)－(Ｇ+Ｈ)
Ｉ－Ｈ

当年度の実質公債費比率は、前年度の比率 12.1 ％に比べ 0.1 ポイント上昇してい

る。

区 分 令和元年度 平成 30 年度 平成 29 年度

元
利
償
還
金
・
準
元
利
償
還
金

Ａ
地方債の元利償還金
(繰上償還額等を除く)

6,008,851 6,137,475 6,063,889

Ｂ
満期一括償還地方債の
１年当たりの元金償還
金相当額

6,667 13,333 20,000

Ｃ
公営企業債の償還に充
当した一般会計等から
の繰入金

1,693,872 1,804,704 1,780,455

Ｄ
一部事務組合への負担
金等のうち、組合債の
償還に充当した額

787,027 502,936 364,818

Ｅ
公債費に準ずる債務負
担行為に基づく支出額

193,466 200,807 208,135

Ｆ 一時借入金の利子 0 0 0

財
源
等

Ｇ
特定財源（地方債償還
額に充当した都市計画
税等）

747,592 706,771 711,780

Ｈ
元利償還金・準元利償
還金に係る基準財政需
要額算入額

5,247,736 5,259,364 5,038,043

Ｉ 標準財政規模 26,939,577 27,210,062 27,208,609

単 年 度 比 率 12.42 ％ 12.26 ％ 12.12 ％

実質公債費比率 12.2 ％

×100単年度比率 ＝
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(4) 将来負担比率

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債額の標準財政規模に対す

る比率である。対象となる経費には、一般会計等の公債費や債務負担行為に基づく将来

負担額、退職手当支給見込額のほか、公営企業会計、一部事務組合、第三セクター等に

対する支払見込額も含まれている。

当年度の将来負担比率は次のとおり算定されている。

(単位：千円)

(Ａ～Ｈ合計)－(Ｉ～Ｋ合計)
Ｌ－Ｍ

当年度の将来負担比率は、前年度に比べ 2.9 ポイント低下している。

区 分 令和元年度 平成 30 年度 平成 29 年度

将

来

負

担

額

Ａ 一般会計等の地方債現在高 73,668,875 73,987,802 75,388,794

Ｂ
債務負担行為に基づく支出
予定額 1,296,100 1,468,391 1,640,113

Ｃ

一般会計等以外の特別会計
に係る地方債の償還に充て
るための一般会計等からの
繰入れ見込額

25,265,997 26,458,028 27,470,503

Ｄ
一部事務組合等が起こした
地方債の償還に係る負担金
等見込額

8,958,046 9,610,815 8,991,399

Ｅ
退職手当支給予定額に係る
負担見込額 5,840,212 5,851,971 6,111,655

Ｆ
設立法人の負債額等に係る
負担見込額 12,869 8,686 1,052

Ｇ 連結実質赤字額 0 0 0

Ｈ
一部事務組合等の連結実質
赤字額に係る負担見込額 0 0 0

財

源

等

Ｉ
地方債の償還額等に充当可
能な基金 8,385,134 8,697,456 9,963,978

Ｊ
地方債の償還額等に充当可
能な特定の歳入見込額 10,193,374 11,040,777 11,522,881

Ｋ
地方債現在高等に係る基準
財政需要額算入見込額 68,199,705 68,423,460 67,920,233

Ｌ 標準財政規模 26,939,577 27,210,062 27,208,609

Ｍ
元利償還金・準元利償還金
に係る基準財政需要額算入
額

5,247,736 5,259,364 5,038,043

将来負担比率 130.2 ％ 133.1 ％ 136.2 ％

×100将来負担比率 ＝
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３ 資金不足比率の状況

当年度決算における各公営企業会計の資金不足比率は次表のとおりであり、前年度

同様、いずれの会計も資金不足は生じていない。

（注）１ 資金不足がないため「―」と表示している。

２ 資金不足比率が経営健全化基準以上に該当すれば、その企業について「経営健全化計画」の策定

が義務づけられるものである。

(1) 公営企業会計 法適用企業

当年度の法適用の各会計の資金不足額・剰余額の状況は次表のとおりである。

(単位：千円)

（注）１ 算入地方債は、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の当該年度残高で

ある。

２ 資金不足額・剰余額は、｛（④－⑤)－(①－②＋③)}＋⑥で算出する。

なお、資金不足額は負の値で表示される。

区 分 令和元年度 平成 30 年度
経営健全化

基 準

水 道 事 業 会 計 ― ―

20.0 ％

工 業 用 水 道 事 業 会 計 ― ―

下 水 道 事 業 会 計 ― ―

食肉処理センター特別会計 ― ―

区 分 流動負債
控 除
企 業
債 等

算 入
地方債 流動資産

控除
財源

解消可
能資金
不足額

資金不足額
・ 剰 余 額

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

水道事業会計 1,147,879 645,829 24,735 4,969,858 0 0 4,443,073

工 業 用 水 道
事 業 会 計 22,934 22,907 0 49,322 0 0 49,295

下水道事業会計 3,789,202 3,088,089 0 1,048,151 4,067 0 342,971
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(2) 公営企業会計 法非適用企業

当年度の法非適用の各会計の資金不足額・剰余額の状況は次表のとおりである。

(単位：千円)

（注）１ 算入地方債は、建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の当該年度残高で

ある。

２ 資金剰余額は、②－(①＋③)で算出する。

３ 資金不足額は、上記で算出した額がマイナスの場合、⑦－(④＋⑤＋⑥)で算出する。

なお、資金不足額は負の値で表示される。

(3) 資金不足比率の算定

資金不足とは、公営企業会計ごとの資金不足額を事業の規模で除した比率であり、当

年度のいずれの会計とも資金不足を生じていないため、資金不足比率は算定されない。

(単位：千円)

（注） 資金不足額は負の値で表示される。

区 分 歳出額 歳入額

翌年
度繰

越財
源

差引額
繰上
充用
額

支払
遅延
額・
事業
繰越
額

算入
地方
債

解消可
能資金
不足額

資金不
足額・
剰余額

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

食肉処理セン

ター特別会計
77,055 77,055 0 0 0 0 0 0 0

区 分

令和元年度 平成30年度

資金不足額

・ 剰 余 額
事業の規模

資金不足額

・ 剰 余 額
事業の規模

水 道 事 業 会 計 4,443,073 2,489,224 4,118,919 2,500,779

工 業 用 水 道 事 業 会 計 49,295 7,544 49,556 7,396

下 水 道 事 業 会 計 342,971 1,044,849 323,030 1,078,052

食肉処理センター特別会計 0 15,153 0 14,637
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む す び

以上のとおり、令和元年度の健全化判断比率の状況を見ると、実質赤字比率及び連

結実質赤字比率は実質赤字額を生じていないため、比率は算定されていない。

実質公債費比率は 12.2 ％で、前年度に比べ 0.1 ポイント上昇している。これは、実質

公債費比率が直近３箇年の単年度比率の平均値であり、令和元年度の単年度比率が平成２

８年度の単年度比率を上回り、その差が実質公債費比率に反映されているためである。単

年度比率は平成２８年度が 11.91 ％、平成２９年度が 12.12 ％、平成３０年度が

12.26 ％、令和元年度が 12.42 ％となっている。なお、令和元年度の単年度比率を前年度

と比較すると 0.16 ポイント上昇している。これは主に、津山圏域資源循環施設組合公債

費充当負担金が大幅に増加したことによるものである。

将来負担比率は 130.2 ％で、前年度に比べ 2.9 ポイント低下している。これは主

に、下水道事業債の残高減少等により、充当可能財源が減少したものの、この下水道

事業債の残高減少に伴う公営企業繰入等見込額の大幅減をはじめ、将来負担額の構成

要素の減少幅の方がより大きくなったことによるものである。

本市の健全化判断比率は、全て早期健全化基準を下回っているとは言え、実質公債費比

率及び将来負担比率については、全国、類似団体、岡山県内いずれの平均よりも高い数値

で推移している。これは、平成２５年度の津山市土地開発公社清算に伴う第三セクター等

改革推進債の償還や津山圏域クリーンセンター建設事業債の償還などに係る本市への財政

負担という特殊要因が含まれているためである。地方交付税の段階的な縮減や社会保障関

係費の増高に加え、公共施設の老朽化対策のほか新型コロナウイルス感染症の拡大による

社会経済への影響が長期化することも想定され、依然として厳しい財政運営が予測される

中、比率の大幅な改善は困難な状況ではあるが、令和２年２月に策定した「財政構造改革

に向けた取組方針」に則り、健全な財政運営の確保に努めていくよう望むものである。

公営企業会計の４会計にかかる資金不足比率については、いずれの会計も資金不足は生

じてはいないが、一般会計からの繰入金により収支の均衡を図っている会計もあり、経費

の見直しや業務の効率化を図ることで、経営基盤の強化や財政マネジメントの向上に取組

まれたい。
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○用語解説

一部事務組合

地方自治法第２８４条第２項の規定による、都道府県、市町村、特別区等が、その事務

の一部を共同処理するために設ける団体のこと。

一般会計等

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における実質赤字比率の対象となる会計

で、地方公共団体の会計のうち、公営事業会計以外のものが該当する。

一般財源

市税や地方交付税など毎年歳入され、使途を特定されていない財源。

解消可能資金不足額

事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金不足が生じる等の事情がある場合に

おいて、資金の不足額から控除する一定の額。

基準財政需要額

普通交付税の算定基礎となるもので、地方公共団体が標準的な行政を合理的水準で実施

したと考えたときに必要と想定される一般財源の額。

繰上充用額

会計年度経過後に至って歳入が歳出に不足するときに、翌年度の歳入を繰り上げてこれ

に充てるもの。

広域連合

地方自治法第２８４条第３項の規定による、都道府県、市町村、特別区等が、広域にわ

たり処理することが適切であると認めるものに関し、広域にわたる総合的な計画を策定し、

処理するために設ける団体のこと。

公営企業

公営企業とは地方公共団体が経営する企業であり、「地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律」においては、地方公営企業法の全部又は一部を適用している事業を法適用企業、

地方財政法第６条の規定により特別会計を設けて事業の経理を行っている公営企業であっ

て法適用企業以外のものを法非適用企業と定義している。
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公営企業会計

公営企業の会計は特別会計を設けて行うこととされており、その特別会計を公営企業会

計という。法適用企業の公営企業会計は、企業会計方式により経理が行われ、法非適用企

業は、一般会計と同様、地方自治法に基づく財務処理が行われる。

公営事業会計

地方公共団体の経営する公営企業、国民健康保険事業、後期高齢者医療事業、介護保険

事業、収益事業、農業共済事業、交通災害共済事業及び公立大学附属病院事業に係る会計

の総称。

公債費

地方公共団体が発行した地方債の元利償還金等に要する経費。

債務負担行為

数年度にわたる建設工事、土地の購入等翌年度以降の経費支出や、債務補償又は損失補

償のように債務不履行等の一定の事実が発生したときの支出を予定するなどの、将来の財

政支出を約束する行為。

資金不足額

公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもので、法適用企業については、流動負債

の額から流動資産の額を控除した額を基本とし、法非適用企業については、一般会計等の

実質赤字額と同様に算定した額を基本にしている。

事業繰越額

当該年度に支出負担行為をすることができなかったものについて、翌年度に新たに歳出

予算に計上するもの。

事業の規模

法適用企業については、損益計算上、営業収益の額から受託工事収益の額を差し引いた

額であり、法非適用企業については、営業収益に相当する収入の額から受託工事収益に相

当する収入の額を差し引いた額である。

実質収支

歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額（形式収支）から、翌年度に繰り越すべき財

源を控除した額。通常、「黒字団体」、「赤字団体」という場合は、実質収支の黒字、赤字に

より判断する。



- 13 -

支払繰延額

当該年度に支出義務が発生している債務について、その支払いを翌年度に繰り延べたも

の。

第三セクター

地域開発、都市づくりなどのため、国や地方公共団体（第一セクター）と民間企業（第

二セクター）との共同出資によって設立された事業体。

地方交付税

地方公共団体の自主性を損なわずに、地方財源の均衡化を図り、かつ地方行政の計画的

な運営を保障するために、国税のうち、所得税、法人税、消費税等の一定割合の額を、国

が地方公共団体に対して交付する税。毎年度一定の算式により交付される普通交付税と、

当該年度の特殊事情により交付される特別交付税に分けられる。

投資的経費

道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備等に要する経費であり、

普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費から構成されている。

標準財政規模

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すも

ので、標準税率により算出された地方税に普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額を加

算した額。

臨時財政対策債

一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政法第５

条の特例として発行される地方債。


